
山梨県在宅重度心身障害者居室整備費補助金交付要綱

（目 的）

第１ この要綱は、在宅重度心身障害者（以下「障害者」という。）の日常生

活環境を改善するために、障害者の専用居室及び浴室便所等（以下「専用

居室等」という。）を整備する場合、必要な経費に対し、予算の範囲内で

補助することにより、障害者の福祉の向上を図ることを目的とする。

この補助金の交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山

梨県規則第２５号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（補助対象障害者）

第２ この補助金の交付の対象となる障害者は、肢体不自由による身体障害者

手帳１級又は２級、あるいは療育手帳Ａの所有者で年齢１８歳以上で日常

生活において常時介護を要する者とする。

ただし、１５歳以上、１８歳未満の者でもその介護の実情から特に居室

整備の必要性の高いものについては対象とする。

（補助金交付の対象者）

第３ この補助金の交付の対象者は、山梨県内に住所を有する第２に定める障

害者又はその者と同居する者とし、障害者の生活環境の改善ないしは、介

護の軽減を図るために専用居室等の整備の必要度の高いものとする。

ただし、前年度分の所得税額が２８７，５００円を超える世帯（更生医

療の給付又は補装具の交付若しくは修理を受ける者の負担すべき額の徴収

基準額表のＤ12以上）に属する者は除く。

また、同一の建物に複数回適用することはできない。

（補助対象事業費）

第４ 補助対象事業費は専用居室等を改造、改築又は増築する事業とする。

２ 前項の規定にかかわらず、専用居室等の工事と併せて同一世帯の家屋を

改造、改築又は増築する場合には、全体の工事延床面積が５０㎡以上とな

るときは補助対象事業としない。

ただし、災害その他特別の事情により、特に知事が必要と認める場合に

は、知事が別に定めるところによることができる。



（補助基準額）

第５ 補助対象費目、種目及び基準額は次のとおりとする。

費 種 目 ㎡当り基準 基準 基 準 額 限 度 額
目 単価（円） 面積（㎡） （円） （円）

工 専 用 居 室 68,600 13.24 909,000
浴 室 ・ 便 所 89,300 6.63 592,000

事 玄 関 68,600 2.00 138,000 1,550,000
洗 面 所 89,300 2.00 179,000

費 台 所 89,300 8.93 797,000
天 井 走 行 リ フ ト 987,000

洋 式 便 器 （ロ－タンク） 67,000
設 浴 槽 （２６０㍑程度） 74,000

ｼ ｬ ﾜ - ｾ ｯ ﾄ （ハンドシャワ－） 35,000
湯 沸 器 （7,000ｋcal／H） 86,000
浄 化 槽 （５人槽） 150,000 450,000

備 キ ッ チ ン セ ッ ト 404,000
その他当該障害者 150,000
が住宅の設備、構
造等をその障害者

費 に適応するよう整
備するための設備

２ 前項の規定にかかわらず、障害者の障害状況並びに生活環境等の実情に

より、上記の基準により難いと特に知事が認めた場合には、合計限度額の

範囲内において知事が別に定めるところによることができる。

３ 基準額の計が５万円未満の場合は補助の対象としない。

（補助金交付額）

第６ 補助金の交付額は、第５による種目ごとの基準額と種目ごとの実支給額

とを比較して、少ない方の額（以下「補助対象基本額」という）の合計額

（費目ごとの合計額は限度額の範囲内とする）に、次の各号の割合を剰じ

て得た額とする。

ただし、その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額と

する。

（１）補助対象基本額のうち６０万円以下の額については当該申請者の属

する世帯の所得状況に応じて次の割合を剰ずる。

（イ）市町村民税非課税世帯 １０分の１０

（ロ）所得税非課税で市町村民税均等割世帯 １０分の ８



（ハ）所得税非課税で市町村民税所得割世帯 １０分の ６．５

（ニ）所得税課税世帯 １０分の ５

（２）補助対象基本額の６０万円を超え、２００万円までの額については

２分の１を剰ずる。

２ 対象者が、介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号）による

居宅介護住宅改修費又は居宅支援住宅改修費の支給が受けられる場合には、

その支給限度額を控除するものとする。

３ 対象者が他の法令等により専用居室等の整備の補助を受けられる場合は、

その補助の限度額を控除するものとする。

（補助金審査会）

第７ 知事は、この補助金の交付に関し必要な審査、指導、助言及び検査等を

行うために、関係行政機関等の職員による在宅重度心身障害者居室整備補

助金審査会（以下「審査会」）という。）を県保健福祉事務所に設置する

ものとする。

（専用居室等整備計画の協議）

第８ この補助金の交付を受けて専用居室等を整備しようとする者は、在宅重

度心身障害者居室整備協議書（第１号様式）（以下「協議書」という。）

を知事に提出するものとする。

２ 知事は、協議書の提出を受けたときは、その内容について必要に応じ審

査会の意見を聴き、必要な指導、助言を行うものとする。

（補助金の交付申請）

第９ この補助金の交付を受けようとする者は、第８の２項の指導助言に基づ

き専用居室等の整備計画を作成し、これに基づく在宅重度心身障害者居室

整備費補助金交付申請書（第２号様式）（以下「申請書」という。）を知

事に提出するものとする。

（補助金の交付決定）

第１０ 知事は、申請書の提出を受けたときは、その内容について必要に応じ審

査会の意見を聴き、補助金の交付の可否について決定するものとし、その

結果を当該申請者に通知するものとする。



（補助金の交付条件）

第１１ 補助金の交付条件は次のとおりとする。

（１）別添の居室整備計画による整備事業であること。

（２）補助事業に要する経費の種目間の配分又は補助事業の内容の変更を

する場合は事前に知事の承認を受けること。

（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、事前に知事の承認を受け

ること。

（４）補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合、又は補助事

業の遂行が困難となった場合には、すみやかに知事に報告してその指

示を受けること。

（５）補助事業の完了以前に本補助金交付要綱の目的が達せられない状況

になった場合は、すみやかに知事に報告してその指示を受けること。

（６）補助事業が完了したときは、完了後一ケ月以内又は当該年度の翌年

度の４月１０日のいずれか早い日までに在宅重度心身障害者居室整備

費補助事業実績報告書（第３号様式）を知事に提出するものとする。

（７）その他、知事が必要と認める事項。

（補助金の支払い方法）

第１２ この補助金は概算払いできるものとする。

（補助金の返還）

第１３ 知事は、当該事業が本要綱の規定又は補助金交付の条件に違反して行わ

れた場合は、当該申請者に対し、補助金の全部又は一部の返還を命ずる

ことがある。

（事前着工）

第１４ 知事は、当該事業が補助金の交付決定以前に着工されていた場合は、補

助金の交付は行わないものとする。

（財産の処分の制限）

第１５ 補助金の交付を受けた者は、補助事業により取得し、又は効用の増加し

た財産については知事が補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）を勘案して別に定める期間



を経過するまでは、知事の承認を受けないで補助金交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

２ 補助金の交付を受けた者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産

処分承認申請書（第４号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければ

ならない。

３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付し

た補助金のうち取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供した時から財産処分制限期間が経過する

までの期間に相当する分を返還させるものとする。

（附 則）

１）この要綱は、昭和５１年６月２６日より適用する。

２）昭和５４年７月６日一部改正。

３）平成元年１０月２５日一部改正。

４）平成５年４月１日一部改正。

５）平成６年９月２０日一部改正。

６）平成１２年４月１日一部改正。

７）平成１７年３月３０日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。

８）平成１８年３月３０日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。

山梨県在宅重度心身障害者居室整備費補助金交付要綱第５の２「特に知事が認

めた場合」

１ 同一世帯内に山梨県在宅重度心身障害者居室整備費補助金交付要綱（以下

「要綱」という。）第２に該当する障害者が２人以上同居している場合の専

用居室に係る基準額は、２人目以上１人について要綱第５の専用居室に係る

基準額の８０％に相当する額を基準額に加算し得た額とする。




